□　知事レク（戦略的広報活動）の概要について

　○　と　き：平成21年4月24日（金）14：15～15：00
　○　ところ：知事室
　○　出席者：知事、木村副知事、府民文化部長、府政情報室長、

　　　　　　　広報課長、広報課参事、広報課課長補佐

　　　　　　　秘書長、企画室参事、企画室課長補佐

○　内　容
【広報課　参事　別添資料に基づき説明】
（知事）のぼりがどうとかいうのは、どういうことを言っているのか。
（広報課参事）チラシ、ポスター、のぼりなどをつくることが広報の目的となってしまい、それが効果的かどうかが判断されず、前例踏襲主義になってしまっている。
（木村副知事）広報課スタッフが内作化してしまっている。適正なアウトソーシングが必要。現在は、参事のもと外部スタッフが１名しかいないが、スキルのある人、動きのある人を増やしていく。
（知事）積極的に情報をとってくるというが、どういうことか。
（広報課参事）このチラシがどうですかと聞いてきた段階では広報の関わり方としては遅く、広報課として入り込めない。広告代理店では、企画を組み立てる段階で入っていっている。そのためには、小さなネタから情報が広報課へ集まってくる仕組みがいる。
（企画室参事）情報が集まってくる仕組みを作るためには、予算議論の段階から広報課が入っていく必要がある。
（府民文化部長）来年度から全庁の広報予算については、広報課において一元化していく方向。

（府政情報室長）情報が集まってくるためには、広報に関して助言・指導のできる人が必要。

（木村副知事）広報課職員には人的ネットワークが必要。特に、外部とのネットワークをいかにつくっていくかが大切。

（広報課参事）職員とのディスカッションの中で、マーケティングの考え方を事業課が学べばいいのではという意見が出た。広報においてターゲットをもっと明確化することを取り入れれば。

（企画室参事）各部局では、所管する業界団体、市町村へポスター、チラシを配ることをもって、広報はこれで終わりというケースが多い。大阪市の産業創造館では、民間のスタッフがいてターゲットをしぼりセグメント化して、チラシの配り方など効果的に行っている。
（広報課参事）産業創造館の方と交流があるが、当初、大阪市という行政では１企業を取り上げることは公平性に欠けるといった意見があったが、現在では、ニーズをとらえ１企業であっても取り上げ、ターゲットをしぼった広報を行っている。
（企画室参事）民間に委託するにしても、専門学校とタイアップすれば費用が削減できるし、学生のキャリアアップにつながる。

（知事）アウトソーシングへというのはどういうことか。
（広報課参事）アウトソーシングをはじめからできないと考えるのではなく、アウトソーシングをもっと取り入れていくといった発想へ転換していかなければいけない。アウトソーシングに協力してくれるところがあると分かれば、職員は進んでやると考えている。
（知事）大阪府という組織は、ポテンシャルが非常に高いと考えているのだが、制約を前提に考えているのがもったいない。
（木村副知事）知事の就任以来、上層部は広報の重要性が分かってきたが、組織の末端の人たちまで気持ちを変えていかないといけない。予算がない中で、組織が萎縮してしまっている。

（広報課参事）府庁職員は、予算がない、人がいないという固定概念に凝り固まってしまっている。
（府民文化部長）新規予算を獲得しようと思っても、部局予算から蹴り出してという仕組みになっている。
（広報課参事）府政だよりに広告を載せているが、広告をとってくれば増やすことができる。
（府政情報室長）府政だよりは情報のセーフティネットワーク、違う媒体が必要。府政だよりは、あくまでも、広く浅く広報する媒体。

（広報課長）広く浅い媒体であるといっても、年９回といった具合に、定時に毎月発行していないため、府民に浸透していない。

（広報課参事）府政だよりは、定時性が売りのひとつなのだが、年９回では売りになっていない。

（知事）私が予算を大幅に削ったから、そうなってしまった。

（府民文化部長）今回の予算でそうなったのではない。これまでの経緯があって、現在の形になった。

（広報課参事）330万部発行という媒体は、もはや社会の公器となってしまっている。政治的なメッセージを持つテーマなどは取り扱えない。
（木村副知事）この表にあるいわゆるインテリジェンスの高い人たちに届ける媒体が必要。テーマ性の高いものは、この上層部分へ伝える。
（知事）現在、報道長へ直轄負担金の問題などマスコミへの対応の問題を投げかけている。

（木村副知事）報道長の対応のみでは難しい。広報課と一緒になってわかりやすく府民へ伝えることが必要。

（府政情報室長）直轄負担金の問題などメッセージ性のある問題を府民へ伝える媒体が欲しい。

（木村副知事）報道対象の情報であっても、説得力のある府民目線が大事。
（知事）各部局は業界団体を持っているのに、広報する場合、有効に活用されていない。教委の学校に携帯電話必要なしのケースのように縦割りを排除して広報すればいい。
　　　また、各部局がそれぞれの案件ごとに業界団体と個別に交渉している。あるコンビニが広告にひとつ協力してくれれば、一斉に各部局がそれぞれ交渉しに行く。企業は困惑している。窓口をひとつにする必要があると考えている。
（府民文化部長）以前、行政改革課が企業と広告等の交渉を行っていたが、現在はどうなっているのだろうか。

（広報課参事）多くのマスコミ、企業等が知事の出演を求めてきているが、あまり露出すると効果が薄れる。知事の出演は、企業との交渉を効果的に行える最終兵器だと考えている。
（木村副知事）いずれにしても、広報の一元化はあくまでも広報を効果的に行うためのひとつの手段であるということ。効果的な広報が目的。
（知事）こういったシステムを使って、情報が「わかる府政」、「見える府政」をめざしましょう。
（府民文化部長）今後、財政セクションにお願いしていきたいことがある。新しいことを行おうとしても、すぐに部局予算から蹴り出せとなる。都市魅力事業や広報事業は、率直に言ってこの間相当見直しを行っており、蹴り出せと言われても難しい。

（知事）戦略本部の中で議論して、都市魅力や広報への方針を決めていけばいい。こっちを削って、あっちへつけるといった全庁で優先順位をつけていけばいい。

（企画室参事）今まで、どの部局でもそうだが、広報と言えば予算要求のプロセスの中では、優先順位がどうしても低くなる。どの予算を先に削るとなると広報予算が先。
（府政情報室長）全庁の広報予算は、事業予算に紛れ込んでいて、どうしてもわかりにくい。今後、広報課が事務局となって、各課の広報活動へ柔軟に使えるいわゆる広報ファンドの類が必要ではないかと考えている。
（広報課参事）各部局へは、セミナーを開催するなどして、マーケティングの考え方を発信していきたい。
（知事）私がマーケティング論を少しでも言えば、全庁に拡がっていく。
（木村副知事）広報にはロジカル・シンキングが必要。府職員みんながロジカルな考え方を持つようになればいい。
（府民文化部長）昔は、ロジカルな風土が職場にあったが、減ってきている。職員同士のコミュニケーションが減ってきているのかもしれない。
（広報課参事）府庁に来て、職員がみんな萎縮しているなと感じた。アドバイスしても、これは自分の仕事かなとすぐに考える。人がいない、予算がないという意識に凝り固まっており、会話の中で「公務員だから…」という言葉が多く出てくる。

（木村副知事）ここ最近、公務員バッシングが多かったせいかもしれない。
（広報課参事）府職員であることに「誇り」を持つキャンペーンを打てばいいのではないか。ある会社では、社員であることに「誇り」を持つ活動を行っている。
（知事）広報に関して言えば、インパクトのある施策の成功事例が必要。例えば、直轄負担金の問題など。今回、教育委員会のことが成功事例となってくれればいいが。全部の部局にまたがる、例えば「御堂筋Ｋａｐｐｏ」を使ってみんながひとつになれる取り組みのような、タマをひとつひとつつくっていくことが必要。
（木村副知事）２９の重点広報事業を整理して、広報課がかんでいけばいい。

（知事）ところで、ホームページは広報課が所管しているのか。
（府政情報室長）広報課が行っている。
（広報課参事）全庁的にＣＭＳで編集し、統一性を売りにしようとしている。ただし、一方でインパクトがなくなってしまうデメリットもあるが。

（府政情報室長）ミュージアム構想のように、別サーバーを使えば、インパクトのあるホームページをつくることも可能。

（知事）ホームページの画面において、例えば、ふるさと納税など施策の説明が非常にわかりにくい。

（広報課参事）今後、広報物の編集、書き方をセミナーなど通じて職員へ伝えていきたい。

（知事）ホームページでは、管理は広報課で、画面を作成するのは各課が行うのか。

（府政情報室長）システムの管理は広報課、中身の管理は各課が行う。
（知事）業界団体へのあたりなどルートの開拓はどうするのか。
（広報課参事）教育委員会をヒヤリングしたが、学校でストレートに企業ＰＲするのは難しい。教育委員会は、対象企業に一定のフィルターをかけたいと考えている。各団体をひとつのセクションがしきるのは難しい。こんなルートを各部局が持っていると知っていればいいのではないか。

（知事）府政だよりは、議論のあるところ。

（木村副知事）データーでも有効性が示されているのだから、一回やめてみるという手法はとらない方がいい。府民は府政だよりしか接点がない。お金のかけ方には工夫がいるかもしれないが。
（知事）広報ツールへの整理はどうするのか。たとえば、安心・安全とか。わたしのところにも、広報してくれと、食の安全であったり、賃貸の安心であったり、各課ばらばらにやって来る。安心・安全の概念でひとつにまとめて広報できないか。
（広報課長）既に、広報課で議論している。各課の広報へ横串をいれるようなテーマを設けていく。
（木村副知事）テーマ性のこともあり、今後は、プレスへの対応は報道長ばかりでなく、広報課でもかんでいく。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
